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序  章   研究の枠組みと位置づけ 
 























































































2. レイドロー報告書が示唆する 21 世紀の協同組合  
 
2 Adalbert Evers and Jean-Louis Laville (2004) 























界協同組合運動の中心体である ICA(国際協同組合 )は、第 27 回モスクワ大会 (1980)の



























ICA はその後、1984 年大会の議題に「世界的諸問題と協同組合」、1988 年大会にお





1988 年の第 29 回大会（マルコス報告）、1992 年の第 30 回大会（ベーク報告）による、
協同組合の基本的価値の検討、協同組合原則の改訂提案を経て、1995 年に開かれた
ICA 創立 100 周年記念のマンチェスター大会（第 31 回）において『21 世紀における協同
組合原則』がまとめられ、21 世紀の協同組合の基本方向はここに確定した4。 
レイドロー報告は、協同組合運動の第 7 原則として協同組合の「地域社会への関与」 
 
4 堀越芳昭（2000）「レイドロー報告が生まれた ICA 大会の歴史的位置」、協同総合研究所、『協同の発  
































































たガイドライン」を発表したし、国際労働機構 (ILO)もまた 2002 年に、協同組合運動の新た
な成長に向けた体制を提供する国際的な政策指針「協同組合活性化の勧告 193 号」6を
採択し、現在の経済・社会的危機に対応し、未来の経済・社会的危機を防止する手段とし
て協同組合の活性化の努力を推進している。   
このような世界的な動きの中で UN は、協同組合の社会発展に貢献する側面に注目し
ながら、継続的に協同組合に関する決議文を採択している。これまで協同組合に関する国
連の決議文は 9 回にわたって提示されているが、中でも法制度改編を主張し始めた 2001
年の決議文 (Resolution 56/114. Cooperatives in social development)及び「世界協同組
合の年」を宣言した 2009 年の決議文 (Resolution 64/136. Cooperatives in social 
development)が重要な意味を持つ。2001 年に採択された第 114 号決議文には「政府が
協同組合の目標を達成するよう支援するために、協同組合の潜在力を保護育成し、友好
的な環境を保障するという観点から、協同組合の活動を規定する法と行政的制度を適切






6 「協同組合活性化のための勧告（Promotion of Cooperative Recommendation）」－各国が法体系を 
整備することを強く勧告（勧告 193 号、2002）。http://www.ilo.ogr/ilolex/cgi-lex/convde.pl?R193 
7 「Resolution 56/114. Cooperatives in social development」 “Encourage Governments to keep 
under review, as appropriate, the legal and administrative provisions governing the activities of 
cooperatives, with a view to ensuring a supportive environment for them and to protecting and 
advancing the potential of cooperatives to help them to achieve their goals”   
http://www.un.org/en/ga/56/resolutionns.shtml  
8 「Resolution 64/136. Cooperatives in social development」  “Encourage Governments to keep 
under review, as appropriate, the legal and administrative provisions governing the activities of 
cooperatives in order to enhance the growth and sustainability of coope ratives in aa rapidly 
changing socio-economic environment by, into alia, providing a level playing field for 
13 
 




協同組合の役割について UN をはじめとする国際社会が認識したものと言える。 
国際労働機関 (ILO)が、協同組合に関わって提出した文献は多数あるが、特に注目され
るのは 2002 年に提出した勧告 193 号「協同組合活性化のための勧告（Promotion of Co-
operative Recommendation）」と「協同組合法制定のためのガイドライン（Guidelines for 
Cooperative Legislation）」である。法制定のためのガイドラインは協同組合関連法を制定
したり改定するために取るべき立場を体系的に整理したものであり、勧告 193 号は各国が









り、労働者協同組合の育成を担当している CICOPA（International Organization of 
Industrial, Artisanal and Service Producers Co-operatives）は「労働者協同組合につい
ての世界宣言（World Declaration on Worker Cooperatives）」を採択した(2004)10。この宣
 
cooperatives vis-avis other business and social enterprise, including appropriate tax incentives 
and access to financial services and markets”  http://www.un.org/en/ga/64/resolutionns.shtml  
9 「R193. Promotion of Cooperatives Recommendation」 “Member States should adopt specific 
legislation and regulations on cooperatives, which are guided by the cooperative values and 
principles set out in Paragraph 3, and revise such legislation and regulations when appropriate” 
http://www.ilo.ogr/ilolex/cgi-lex/convde.pl?R193 







第 2 節  理論的検討  
 
1． 社会的経済と福祉国家  
 

















もなった。このような流れは、2009 年 2 月のヨーロッパ連合 (EU)の「社会的経済に関する決
議」採択にまで至り、この決議文は「現在のような危機状況は、新たな経済的、社会的モデ
 






的な内容である12。次は、2009 年 2 月 19 日採択された社会的経済に関する EU の審議
機関であるヨーロッパ議会の決議文の内容である。 
 
社会的経済に関する EU 議会決議 (概括的注釈、EU2009 年 2 月 19 日 )  









3. 社会的経済は、その諸機関の豊かな多様性特殊性を十分に考慮し、それが適切な政治  
的、立法 (法律 )的および事業機能的な諸条件並びに必要条件に基づいて利益を得ること
が可能となる場合に初めてその十分な発展能力を高めかつ進展させることができる。   
4. 社会的経済企業は、他の諸企業と同一の競争ルールを適用してはならず、またそのような 
他の企業と同じ競争場裏で事業活動することを可能にするためには、その明確な価値意  

















2) 社会的経済の概念  
 
ところで、「社会的経済」という用語は国家や研究者により多様に定義づけられてきた。
第 3 セクター(the third sector)、非営利組織 (non-profit organization)、ボランタリー組織
(voluntary organization)、独立部門 (independent sector)、連帯経済 (solidarity 















14 張ウォンボン(2006)『社会的経済の理論と実際』、p.30。フランスでよく使われる連帯経済は公共経済  
と社会的経済との結合を、イタリア学者たちが好む市民経済は市場経済と社会的経済の結合を想定  
している。 


















2． マルチステークホルダー論  
 










16 C.Borzaga and J.Dufourny(2001)『The Emergence of Social Enterprise』、 山内哲郎・石塚秀雄・   
柳沢敏勝訳、『社会的企業―雇用・福祉の EU サードセクター』、ｐｐ.26－29 




























18 中川雄一郎 (2014)、pp.244-245 
19 V.A.ペストフ(1998)、p.139         
20 V.A.ペストフ(1998)、p.130 














会的協同組合（social cooperative)」、ポルトガルでは「社会連帯協同組合 (social solidar 













































































































24 千恵蘭 (2018)、 p.68 
25 韓国ではケア・介護、コミュニティケアの意味で「ドルボム」の言葉がつかわれる。 
26 富沢賢治 (1999、27)は、「非営利・協同組織とは、社会的目的を持った事業体であり、開放性・自立   
性・民主性・非営利性という諸原則に基づいて組織され運営される組織である」と定義している。非営   
利・協同組織に対する概念定義はとても多様であるが、その理由は、各国の伝統と歴史によって様々 


















第 3 章では、韓国の原州地域における協同組合運動の過程を 1960 年代から現在まで
簡単に整理した。60～70 年代の災害対策事業委員会を中心とした協同的地域開発事業
の展開、80 年代の共同体実現を目指した協同組合運動、金融危機以降協同組合間の




祉社会的協同組合 (원주의료복지  사회적협동조합 )、低所得層とホームレスの家計相談や
金融支援を行っているカルゴリ社会的協同組合 (갈거리  사회적협동조합 )、知的発達障害
の人に働き場を提供しているクント社会的協同組合 (꿈터  사회적협동조합 )、言語治療士た
ちの労働者協同組合のドゥルバルン社会的協同組合 (두루바른  사회적협동조합 )、そして
原州地域の社会的経済組織の協議体であり、社会的協同組合の原州協同社会経済ネッ















































第 1 節  イタリアの社会的協同組合   
 









































(市民 )、サービス利用者、行政などが参加する新しい協同組合 (社会的協同組合 )の期待
は高まり、1991 年には国法として社会的協同組合法が成立した。 
 























され、法制化に対応するために CONFCOOP と LEGA が論争を通じてお互いの主張を一
致させようと努力した時期であった。その結果、「社会の普遍的利益」という共通目標が確
認され、その目的の実現手段として社会サービスの供給 (A 型 )と労働参画促進 (B 型 )の 2
つのタイプが存在する「社会的協同組合に関する法律」第 381 号が 1991 年に制定され
た。 
 
29 田中夏子 (2004)、pp.67－70 
30 CONFCOOP が発議した法案には最初から「社会的協同組合は組合員の資格の有無と関係なく社会  
的不利益を被っている人々が人間としての発展と社会参加を保障することを目的とする」という趣旨が  
込められていた。一方、イタリア共産党は社会的協同組合のミッションとして、専門家による質の高いサ  
ービス提供を重視した。結果的に「連帯」という用語は使われなかったものの、CONFCOOP が「連帯」  
に込めた主張が第 1 条の内容に含まれた。(田中、2004、68) 
31 LEGA は最初に創設された最大の協同組合連盟であり、社会主義運動、特に旧イタリア共産党  






































【表 1－1】 A タイプ、B タイプ社会的協同組合の概要  
 
項目  A タイプ  B タイプ  

































33 ジョン・レスタキス(2010)、Humanizing the Economy : CO-OPERATIVES in the AGE of CAPITAL 
30 
 



























































けられる。約 800 万人が住む地域に 3,300 以上の各種協同組合が活動しており、そこに
加入した組合員数は 880 万人に至る。カナダ連邦の協同組合が約 9,000 であり、組合員
 
35 エミリア・ロマーニャ地域の経済開発機構 (Emilia Romagna Valorizzazione Economica Territorio)  
32 
 
が計 1,800 万人に達することを考慮すれば、ケベックの比重が事業体の数では全体の 3
分の 1、組合員の比重としてはほとんど 50%に迫るということを知ることができる。ケベックの
























































































































3．ケベックモデルの樹立  ： 多元経済と政府のパートナーシップ  
 
 
























































第 3 節  日本における福祉協同運動  
 
 
40 「労働者基金」：労働支援投資基金。1983 年ケベック労働連合 (the Quebec Federation of Labour)  
が主導して作った連帯基金であり、労働者にやさしい地域型中小企業のみに投資する基金である。こ   
の基金に投資する個人らは半分以上が 労働組合員であり、経済発展の長期的展望、雇用維持と創  
出などを考慮して投資する。連帯基金の運用を通じて地域に根ざした中小企業と労働者所有企業を 



















た具体的な対応として、職業分野では 2016 年 6 月からの改正障害者雇用促進法 (障害




障害者権利条約は、成人障害者の「労働についての権利」を承認している(第 27 条 )。
障害者であると、働く意志と一定の労働能力を持っていても多くは就職できず、その結果、
 
41 権利条約の署名後、それに関する法整備として、2013 年 6 月に障害者雇用促進法を改正し、厚労  
働省は、同法に基づく「障害者に対する差別の禁止に関する規定に定める事項に関し、事業主が適  
切に対処するための指針」(障害者差別禁止指針 )と、「雇用の分野における障害者と障害者でない者  
との均等な機会若しくは待遇の確保又は障害者である労働者の有する能力の有効な発揮の支障とな  
っている事情を改善するために事業主が講ずべき措置に関する指針」 (合理的配慮指針 )を策定し、告  



























































42 児島美都子 (1982)『障害者雇用制度の確立をめざして』、法律文化社  p.5 
43 1999 年の第 87 回 ILO 総会に提出されたファン・ソマビア事務局長の報告において初めて用いられ  
た「ディーセント・ワーク」は ILO の活動の主目標と位置づけられた。上記の事務局長報告では、「ディ  
ーセント・ワークとは、権利が保障され、十分な収入を生み出し、適切な社会的保護が与えられる生産  
的な仕事を意味する。それはまた、全ての人が収入を得るのに十分な仕事があるということである。」と 

























44 当事者に障害者 (家族を含む)の労働と居住の場を①患者・障害者・低所得者、公害や労災の被害  
者、高齢者、女性、子ども (家族を含む)など、当事者 (要求主体 )による運動、②公私の職場で組織さ  
れる福祉労働者の労働組合を含む労働組合による社会福祉・社会保障の要求運動、③地域住民・  
住民組織が、地域生活レベルで共通する課題に取り組む「福祉のまちづくり運動」などがあげられる。  
鈴木勉 (2009)「1970 年代以降の非営利福祉協同組織の動向と課題」、p.58 











 1969 年 3 月、共同作業所第 1 号の「ゆたか共同作業所」は「柱一本持ちよって、自分た
ちの手で障害者の働く場をつくろう」と誕生した。1972 年には、第 2 号の「みのり共同作業
所」が誕生した。「ゆたか・みのり」の経験は全国に普及し、1974 年から 1976 年にかけて、
全国的な規模で共同作業所が誕生した。 
















46 鈴木清覚 (1987)「共同作業所のめざすもの」共同作業所全国連絡会編『ひろがれ共同作業所』、 
ぶどう社  p.25 
43 
 



























































48 鈴木勉 (2009)「1970 年代以降の非営利福祉協同組織の動向と課題」  
49 小賀久 (1998)「労働の保障」、秦安雄・鈴木勉・峯島厚編、『講座発達保障○3 障害者福祉学』 
50 同上  
45 
 
3． 行政と福祉法人と地域との連携  ： 「リフレかやの里」の取り組み 
 
2006 年 3 月 1 日、加悦町・岩滝町・野田川町が合併し誕生した京都府「与謝野町 (よさ
のちょう)」は、約 2 万 3 千人 (世帯数約 7 千 )が暮らす地域であり、一般会計予算規模は
120 億円程度で、歳入の大半を地方交付税交付金に依存する財政困難の町でもある。 




2008 年から 2010 年の 3 年間にわたり閉鎖されていた。地域住民の再開への強い願いに
与謝野町が再開を決意、応募団体の中から社会福祉法人「よさのうみ福祉会」を指定管
理者として選定した。 
2011 年度、京都府から障害者就労系事業所 (就労継続支援 A 型・B 型事業所  20 人












福祉圏域 (京丹後・宮津市・与謝野町・伊根町：人口約 10 万人 )で障害福祉事業を展開








【表 1－2】 社会福祉法人  よさのうみ福祉会の概要  
 
法人名  社会福祉法人  よさのうみ福祉会  
認可年月日  1980年12月8日  
































援法に基づく就労継続支援 A 型事業 (労働契約締結し最低賃金保障 )として、パン・ケー
キ工房、農産加工業を就労継続支援 B 型事業 (社会的就労として工賃支給 )として展開し
ている。 
リフレかやの里で働く職員は 17 名、障害者は定員 20 名に対し 25 名が利用 (A 型 15
名、B 型 10 名 )、合わせて約 42 名のスタッフが障害のある者もない者も一体となって働い
ている。 
A 型の利用者全員に最低賃金 (789 円/時間 )が支払われ、勤務時間によって差はある
が多い人で月 9～10 万円、平均月額 8.7 万円が支払われている。B 型利用者 10 名に対


















































































52 同上  
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53 朝日雅也 (2008)「障害者の就労支援と保護雇用」『障害者問題研究』第 36 巻第 2 号  
54 鈴木  勉 (2015.9.29)「障害者権利条約から考える障害者の就労」、「第 14 回  障がい者雇用を考  



































第 2 章   韓国における社会的経済運動  
 
第1節  韓国における社会的経済の流れと特徴  
 
1． 仕事づくり事業、社会的企業、協同組合  
 
韓国において社会的経済という用語が登場したのは 2000 年代初の農業経済研究所の
数編の小論文を通じてであった。その後 , 2007 年に「社会的企業育成法」の制定とともに
議論が広がり始めた。しかし、社会的経済に対する理解は、雇用労働部の社会的企業育
成事業 (2007)、行政安全部のマウル企業 (自立型地域共同体事業、2010)、農林水産食
品部 (現、農林畜産食品部 )の農漁村共同体育省事業 (2011)、知識経済部 (現、産業通商











益型の比重を拡大し、雇用規模も 10 人以上の事業に対してのみ限定した。2006 年に
 










































2012 年 1 月に「協同組合基本法」が制定される前までは農協、水協など個別協同組合
法の規定による協同組合の設立だけが可能だったのが、今では様々な分野への拡大と協
同組合の量的拡大が行なわれた。それまでは第 1 次産業および金融・消費部門において


















































社会と NGO』第 5 巻 2 号  
60 厳ヒョンシック(2008)『社会的経済と社会的企業：ヨーロッパの経験との比較と示唆点』、失業克服     
国民財団ともに働く社会  




【表 2－1】 根拠法による社会的経済の類型  
 









各自治体  地域型予備社会的企業  
マウル












































第2節  韓国における「協同組合基本法」の制定背景及び過程  
 







2019 年 5 月現在基準で、「協同組合基本法」に基づいて設立されている協同組合は全
体 16,230 ケ所であり、その中で社会的協同組合は 1,563 ケ所である(【表 2－2】参照 )。 
 
【表 2－2】 協同組合設立現況               
  （2012 年 12 月 1 日～2019 年 5 月） 
全体  一般協同組合  一般協同組合連合会  社会的協同組合  社会的協同組合連合会  













【表 2－3】 社会的協同組合設立現況（担当庁別）    
（2012 年 12 月 1 日～2019 年 5 月） 
雇用労働部  256 法務部  2 企画財政部  106 
教育部  336 保健福祉部  331 農林畜産食品部  72 
国家保勲部  1 山林庁  34 文化体育観光部  143 
国民権益委員会  1 産業通商資源部  56 行政自治部  41 
セマングム開発庁  3 女性家族部  37 環境部  39 
国土交通部  59 外交部  3 海洋水産部  5 
金融委員会  3 中小ベンチャー企業部  19 科学技術情報通信部  5 
気象庁  2 統計庁  1 文化財庁   
特許庁  1 統一部  2 特許庁  1 













64 「協同組合基本法」 第 1 章  協同組合 (第 15 条、設立申告等 ) ①協同組合を設立する場合は、5  
人以上の組合員資格を持つ者が発起人となり、定款を作成し創立総会の議決を経た後、主な事務所  
の所在地を管轄する市・道知事に申告しなければならない。第 4 章  社会的協同組合 (第 85 条、設  
立認可等 ) ①社会的協同組合を設立する場合は、5 人以上の組合員資格を持つ者が発起人とな 
り、定款を作成し創立総会の議決を経た後、企画財政部長官に認可を受けなければならない。  










【表 2－4】 一般協同組合と社会的協同組合の比較  
 
 一般協同組合  社会的協同組合  
法人格  (営利 )法人  非営利法人  















3 倍になるまで剰余金の 30/100 以上  
積立  
配当  配当可能  配当禁止  
清算  定款により残余財産処理  非営利法人・国庫などに帰属  
設立同意者の 
資格  
組合員  組合員、利害関係者の参加  
処理期間  20 日以内  60 日以内  
設立登記申請  
出資金の納入が終了した日から 
14 日以内  





























与えた66。    
 











【表 2－5】 社会サービスの概念と関連した法的規定  
 
 社会サービスの概念規定  
社会保障基本法  























































































68 梁ナンジュ(2010)「韓国における社会福祉サービスの変化―行為者間の関係分析」『韓国社会福祉  
学』62 巻  
69 鈴木  勉 (2009)「1970 年代以降の非営利福祉協同組織の動向と課題－イタリアと日本の福祉事業
運動を中心に－」、p.67 




経歴断絶女性現況調査によると、経歴断絶女性 169 万 9000 人のうち、育児のため仕事を辞め






















71 韓国統計庁ホームページ(http://kostat.go.kr) 「2019 年上半期地域別雇用調査-経歴単絶女性   
現況」参照  
72 「乳幼児保育法」第 1 条 (目的 ) この法は乳幼児の心身を保護し、健全に教育し、健康的な社会構   
成員として育成するとともに、保護者の経済的社会的活動が円滑に行われるようにすることにより、乳
幼児及び家庭の福祉の増進に資することを目的とする。(改正  2022.8.4) (http://www.law.go.kr) 






























































75 例 )ソウル麻浦区ソンミサンマウル、ソウル江北区ジェミナンマウルなど 
































78 保健福祉部発表、2013、「公共病院基準 5.8%、病床数 10％」 
68 
 
 保健医療の代案としてスタートした韓国の医療協同運動が 2019 年に 25 周年を迎えた。












時期 (2006～2010)、社会的協同組合への転換時期 (2011 年以降 )の 4 段階に分ける79。 
林ジョンハン(2015)は、消費者生活協同組合法 (以下、生協法 )制定以前時期 (1994～
1998)、生協法制定から生協法改正前時期 (1998～2008)、社会的協同組合転換まで
(2009～2012)、社会的協同組合転換以後 (2013～)の 4 段階に分ける80。  








1994 年に設立された。1996 年に設立された仁川平和医療協同組合も、1989 年から労働
者の健康問題を地域で解決するために努力してきた平和医院と地域住民の間での信頼が
 


































































































84 朴ボンヒ(2019)「医療協同組合の昨日と今日」、韓国協同組合運動 100 年史編纂委員会『韓国協  
同組合運動 100 年史Ⅱ』 
72 
 
第 3 章   原州地域における協同組合運動の継承と転換の過程  
 
第 1 節   災害対策事業委員会を中心とした協同的地域開発事業の展開      

























































































































第4節   原州協同共同体の始動 86 （2003～2012）  
 






















2003 年 6 月、「協同と自治」という理念を共有する 8 つの協同運動組織が集まり、「協
議会」というネットワークを結成した。バルグム信協 (밝음신협 )、原州ハンサリム
(원주한살림 )、原州生協 (원주생협 )、原州医療生協 (원주의료생협 )、南漢江三道生協 (
남한강삼도생협 )、原州自活後見機関（원주자활후견기관 . 現、原州地域自活センタ
ー）、聖公会原州ナヌメ家（성공회원주  나눔의집）、共同育児協同組合ソクブマダン





















福祉改善のために還元され、真の地域共同体建設の基となるであろう。 (筆者訳 ) 
 












内容を提供する会員組織会報の発刊をスタートした。2003 年 7 月、『原州に暮らす楽しみ


































87 出資組織：原州ネットワーク、原州ハンサリム、原州生協、バルグム信協、ヘッサルナヌム等  
79 
 


























































88 원주의료복지사회적협동조합 . 2016 年 12 月・2017 年 7 月・2018 年 3 月/8 月・2019 年 5 月に








【表 4－1】 「原州医療社協」の組織現況  (2019 年 3 月現在 ) 
 
区分  原州医療福祉社会的協同組合  
法人設立  2002 年 06 月  
組合類型  社会的協同組合  
社会的協同組合  2014 年 10 月  （医療生協から転換） 
社会的企業  2007 年 10 月（認証） 
事業分野  保健・医療サービス及びケア 
事業体  医院（1）、在宅長期療養機関（1）  
雇用現況  28 人（医師、看護師、療養保護士、社会福祉士、事務職）  
最初組合員数  429 世帯  
現在組合員数  1,285 世帯  
組合員構成  職員 (生産者 )、利用者、後援者、ボランティア 
最初出資金  74,970,000 ウォン（約 740 万円） 
現在出資金  292,757,374 ウォン（約 2,900 万円） 





































第 2 節   カルゴリ社会的協同組合 89 (低所得層やホームレス支援 ) 
 
 







心して幸せに暮らし続ける地域社会をつくることを目的としている(組合定款  第 2 条-目



















1998 年 2 月の設立初期からシェルターの利用者に個人やシェルターの名前で金融機関
に口座をつくり、貯蓄が出来るようにした。お金を貯めるように通帳管理をしながら、必要な
ときは、貸出もする金融支援事業を行ってきたのである。 












【表 4－2】 カルゴリ社会的協同組合  組織概要  (2019 年 06 月現在 )  
 
区分  カルゴリ社会的協同組合  
法人設立  2016 年 09 月 08 日  （創立総会・社会的協同組合へと転換） 
組合類型  社会的協同組合  
認可  2016 年 12 月 06 日   社会的協同組合（保健福祉部  第 142 号） 
認証（指定） 2017 年 08 月 01 日   江原道予備社会的企業  指定  
事業分野  1． 家計相談及び社会福祉など社会サービス資源連携  
2． 財務管理及び生活自立のための教育支援  
3． 協同組合など社会的経済に対する教育及びコンサルティング、法人
設立支援  
4． 組合員の雇用創出連携及び創業と就業の連携  
5． 脆弱階層の住居支援及び都市再生協力事業  
6． 少額貸し出し事業  
事業体  原州生活自立支援センター運営（2019 年 4 月 26 日  オープン） 
「ボンサンドンおばあちゃんの家」 
雇用現況  3 人  
最初組合員数  35 人（法人創立時） 
現在組合員数  137 人  （未移管の組合員除外） 
組合員構成  職員（3）、利用者（100）、後援者（34）  
最初出資金  20,580,000 ウォン（約 200 万円） 









2016 年 12 月、「カルゴリ協同組合」は、社会的協同組合へ転換した。金融支援だけで
はなく、福祉・家計の財政相談及び社会経済に対する教育、地域における様々な資源との
連携など、もっと支援内容を拡大するためである。カルゴリ協同組合の累計組合員は約













また、 郭・ビョンウン理事長 (カルゴリ社会的協同組合理事長 )が低所得の一人暮らしの
高齢者を支援するために私費で始めた賃貸住宅支援事業である「ボンサンドンおばあちゃ




































90 꿈터  사회적협동조합 . 2016 年 12 月・2017 年 7 月・2018 年 3 月/8・2019 年 5 月に訪問、インタ 
ービューを行う。(理事長、管理理事が対応 ) 






【表 4－3】 クント社会的協同組合  組織概要 (2019 年 3 月現在 ) 
 
区分  クント社会的協同組合  
法人設立  2014 年 4 月 2 日   
組合類型  社会的協同組合  
認可  2014 年 12 月 11 日  社会的協同組合（保健福祉部） 
（指定）  
認証  
2015 年 8 月  江原道予備社会的企業  指定  
2019 年 5 月  社会的企業  認証  
事業分野  1． バリスタ教育 (教育終了後、組合カフェで実習及び就労可能 ) 
2． 製菓・製パン教育 (教育終了後、組合カフェで実習可能 ) 
3． 森体験  
4． コーヒー生産・販売  
5． カフェ運営  
事業体  コーヒー生産工場、カフェ 1 
雇用現況  7 人  
最初組合員数  17 人（法人創立時） 生産者、利用者、後援者  
現在組合員数  38 人      
組合員構成  職員（6）、後援者・利用者（32）  
最初出資金  10,350,000 ウォン（約 100 万円）    













































【表 4－4】 「ドゥルバルン」の組織現況  （2019 年 3 月現在） 
 
区分  ドゥルバルン社会的協同組合  
法人設立  2014 年 01 月  
組合類型  社会的協同組合  
認可  2015 年 05 月  社会的協同組合（保健福祉部  認可） 
認証  2016 年 12 月  社会的企業  認証  
事業分野  リハビリ治療分野の社会サービス (言語及び美術心理治療 ) 
事業体  言語臨床研究所、言語発達事業部、言語臨床センター（2） 
雇用現況  21 人（臨床家 18、事務職 3） 
最初組合員数  12 人 (職員組合員 ) 
現在組合員数  13 人 (職員組合員 ) 
組合員構成  職員 (生産者 )、後援者、ボランティア 
最初出資金  36,250,000 ウォン(約 370 万円 ) 
















































































第 5 節   「原州協同社会経済ネットワーク」の取り組み  
 
1． 社会的協同組合原州協同社会経済ネットワークの設立  
 
「原州協同社会経済ネットワーク(以下、原州ネットワーク)」内では、ネットワークを支援す






































「協同組合基本法」時代の開幕創立趣旨文 (一部抜粋 )                                 































【表 4－5】 ネットワーク設立目的に示された共同体志向  
 

































で構成されている(【表 5－2】)。2019 年 3 月現在、「原州ネットワーク」には 40 の会員（団
体 37、個人 3）が参加しており(【表 5－3】)、組合員は約 3 万 5 千人、雇用人数は約 450
人、資産約 1 千 500 億ウォンの規模である。 
 
【表 4－6】 原州ネットワークの組織概要  (2019 年 3 月現在 ) 
 
法人設立  2013 年 3 月 29 日  (「協議会」設立  2003 年 6 月 5 日 ) 
組合類型  社会的協同組合  (地域社会貢献型 ) 
認可  2013 年 5 月 30 日  (企画財政部 ) 
雇用現況  
職員  8 名 (常勤 ) 
(ネットワークチーム、設立支援チーム、福祉事業チーム ) 
組合員数  団体 37、個人 3(弁護士、労務士、職員 ) 
売上高  251,155、000 ウォン (2018 年度 ) 
定期総会  毎年  3 月  (年 1 回 ) 





【表 4－7】 社会的協同組合・原州協同社会経済ネットワーク会員現況（2019 年 3 月現在） 
 
分野  団体名  
信用（1） バルグム信用協同組合  
消費（3） 原州ハンサリム、原州生協、常志大学生協  
生産・加工（9） 





























ある。地域住民に医療と福祉サービスを提供する「原州医療福祉社会的協同組合 (원주  






















2． 「原州ネットワーク」のアイデンティティと展望  
 







2012 年に「協同組合基本法」が制定・施行され、原州ネットワークは 2013 年に社会的



































































































































第 5 章   社会的経済と共にする江原型コミュニティケア 
 
第 1 節   韓国におけるコミュニティケア94(地域社会統合ドルボム)の理論  
 























94 参照 :大韓民国政策ブリーフィング 






























































96 2000 高齢化社会 (高齢者 7%) =>2017.8 高齢社会 (14%) => 2026 超高齢社会 (20%)  
- 高齢者  1 千万名 (2026 年  1,111 万名 )、認知症患者 (2024 年 100 万名 ) 
97 「老人長期療養サービス」利用の高齢者 (約 52 万名 )  を介護する家族において女性が 73% (38 万













【表 5－1】 コミュニティケアの段階別計画  
 
1 段階 (2018－2022) : 
先導事業の実施と 
革新インフラ拡充  
-  先導事業の実施  : コミュニティケアモデルの開発  
-  生活 SOC 投資  : ケア安心住宅、住民健康センター、 
コミュニティケア都市再生ニューディール 
-  法・制度整備  : (仮称 )地域社会統合ドルボム基本法の制定、  
個別法及び福祉事業指針の整備  
2 段階 (2023－2025) : 
地域社会統合ドルボム 
提供基盤構築  
-  長期療養など在宅サービスを大々的に拡充  
-  人材養成、ケアマネジメントシステム及び品質管理システム構築  
- 財政戦略作り 
3 段階 (2026 年以降 ) :  
地域社会統合ドルボム 
普遍化段階  
-  ケアが必要な人なら誰でもニーズに合わせて普遍的ケアを提供  
-  地域社会を中心に自律的実行  
 
 
98 健康保険老人診療費 (割合 )：(2016)25 兆ウォン(38.7%)→(2025)58 兆ウォン(50.8%) 
  医療給付老人診療費 (割合 )：(2016)3.1 兆ウォン(46.3%)→(2025)5.7 兆ウォン(51.5%) 
  認知管理費用 (GDP 対比 )：(2016)13.6 兆ウォン(0.83%)→(2030)34.3 兆ウォン(1.8%) 




政府は 2018 年 11 月、地域社会統合ケア基本計画（第 1 段階 :高齢者コミュニティケ
ア）を発表した。統合ドルボム提供基盤構築に向けた推進ロードマップと 4 大重点課題を
提示した。2019 年 6 月から 2 年間、16 の市郡区で地域自律型統合ドルボムモデルを作る



































全国単位で公募を行った。第 1 次先導事業は老人地域社会統合ドルボムモデル 4 か所、障害
者自立生活及び地域社会定着モデル 2 か所、精神疾患者地域社会定着支援モデル 1 か所の
8 か所の自治体を選定した。また第 2 次先導事業としては大都市地域 2 か所、急速な高齢化地
域 1 か所、都市・農村複合地域 3 か所、農村地域 2 か所で地域の特性を考慮した多様な地域を
選定した。 
 
【表 5－3】  先導事業の選定及び地方自治団体  
 
事業対象  自治体 (16) 
高齢者  
事業  
1 次  光州西区、京畿富川市、忠南天安市、全北全州市、慶南鎭海市  
2 次  
釜山北区、釜山釜山鎭区、京畿安山市、京畿南陽州市、 
忠北鎭川郡   忠南靑陽郡  全南順天市、済州西帰浦市  
障害者事業  大邱南区、済州済州市  
































 1 次先導事業に選定された一部の自治体は、マウル(村 )共同体や社会的経済組織を利
用して統合ケアを提供したり、ボランティアと対象者を連携する案などを提示した。しかし、
 



































100 2020 年江原道型地域社会基盤のドルボム事業：江原道は 2020 年 3 月、コミュニティケア 2 つの  




































2． 社会的経済組織のマウル(村 )共同体ドルボム－江原事例    
 























2) ウリマウル(わが村 )119102 (事例2) 
 
 
101 찾아가는  마을  진료소  





























































103 生活クラブ生活協同組合 (生活クラブ虹の街 )、社会福祉法人生活クラブ(生活クラブ風の村 )、NPO 
法人せっけんの街、NPO 法人ワーカーズコレクティブ千葉連合会、認定 NPO 法人コミュニティケア街  
ねっと、NPO 法人地球市民交流基金 EARTHIAN、認定 NPO 法人ちば市民活動・市民事業サポート 
クラブ(NPO クラブ)、NPO 法人はぐくみの杜を支える会、NPO 法人ユニバーサル就労ネットワークちば  





【表 5－4】 原州ネットワークにおけるケア共同体づくりの推進経過  
 
(筆者作成 ) 
年月  主要内容  
2016．3～5 ケア共同体事業の推進に向けた企画会議 (3 回 ) 
2016.5～
2019.9 
社会福祉法人生活クラブ研修 (5 回 ) 約 90 余名参加  
 - 原州ネットワーク会員団体、原州市議会、原州市、江原道、寧越郡、横城郡  
2016.8 <ケア学習> 金ギソブ「協同組合を通した福祉社会への道」  
2016.12 
<特別招請講演> 鈴木勉 (佛教大学社会福祉学教授 ) 
「日本における福祉協同運動の展開と住民自治の課題」  
2018.4 
<原州市招請講演> 池田徹 (社会福祉法人生活クラブ理事長 ) 
「誰も孤立させない地域づくり~風の村方式の地域包括ケアの実践と理念」   
2018.6 〈ケア学習〉 チョ・ソンギ(アウル研究所 ) 「原州におけるケア共同体の戦略  




 ケア共同体の推進委員会実務チーム会議  (毎週水曜日に開催 )  
– 原州地域における社会的経済組織のケア事業に対する現況調査  
‐ 会員団体のケア事業に対するニーズ調査  
– 事業目的、組織形態、事業対象、事業内容及び範囲など 
– 地域包括ケア特別委員会の運営規定案作成及び検討      などについて 
2019.4～6 原州ネットワーク会員団体の現況調査及びインタビュー実施  
2019.7 原州協同組織におけるケア事業現況調査発表及び懇談会  
2019.9～ 
2020.2 
<地域包括ケア特別委員会 >  毎月 1 回開催    
(参加 ) カルゴリ社会的協同組合、原州生協、原州ハンサリム、 原州生命農業、 





































































































終  章   地域福祉の実践と非営利・福祉協同組織の融合  
 






























































































































































































【 参  考  文  献  】 
 
【序  章】 
川口清史・富沢賢治編 (1999)『福祉社会と非営利・協同セクター』、日本経済評論社  
川口清史 (1999)『ヨーロッパの福祉ミックスと非営利・協同組織』、大月書店  
鈴木勉 (2009)「人間発達に適合的な福祉供給主体像を求めて」、宮城孝編著『地域福祉と 
民間非営利セクター』、中央法規  
富沢賢治 (1999)『非営利・協同入門』、同時代社  
堀越芳昭（2000）「レイドロー報告が生まれた ICA 大会の歴史的位置」、協同総合研究所、
『協同の発見』、第 100 号、8-11 ページ 
中川雄一郎・杉本貴志編 (2014)『協同組合未来への選択』、日本経済評論社  
日本協同組合学会訳編 (2000)『21 世紀の協同組合原則：ICA アイデンティティ声明と宣言』、   
日本経済評論社  
李ソンミ(2016)「ケアの特性とケア公共性の要件」、『社会と理論』11 月、223-260 ページ 





鄭テイン・李スヨン(2013)『協同の経済学－社会的経済、協同組合時代における経済学原論』    
 レディアン 
千  恵蘭 (2018)「韓国原州における協同組合運動についての一考察－原州協同社会経ネット   
ワークの 取組みを中心に－」、『佛教大学大学院紀要』第 46 号、67-80 ページ 
張ウォンボン(2006)『社会的経済の理論と実際』、ナヌムの家  
黄ソンジャ・崔ヨンミ(2013)「労働組合と社会的経済の活性化：協同組合を中心に」、『研究総  
書 2013‐2』、韓国労総中央研究院  
CICOPA、 韓国語翻訳本（2005） 「協同的労働者所有に対する世界宣言」  
Victor A.Pestoff、Beyond the Market and State : Social enterprises and civil demo           






John Restakis、Humanizing the Economy : CO-OPERATIVES in the AGE of CAPITAL、 
NEW SOCIETY PUBLISHERS、2010 
C.Borzaga and J.Dufourny、The Emergence of Social Enterprise、the Taylor & Francis  
Group、2001、山内哲郎・石塚秀雄・柳沢敏勝訳、『社会的企業―雇用・ 
福祉の EU サードセクター』、日本経済評論社、2004  
 
【第 1 章】 
青木一博 (2014)「福祉がつなぐ地域再生の挑戦―「リフレかやの里」、地域共生型福祉施設
「やすらの里」を中心に―」京都自治体問題研究所『京都自治研究』、第 7 号  




小磯  明 (2015)『イタリアの社会的協同組合』、同時代社  
児島美都子 (1982)『障害者雇用制度の確立をめざして』、法律文化社  
川口清史 (1999)『ヨーロッパの福祉ミックスと非営利・協同組織』、大月書店  
C.ボルザガ・A.サントゥアリ(2001)「イタリア：伝統的な協同組合から革新的な社会的企業へ」、
内山哲郎・石塚秀雄・柳沢敏勝訳 (2004)『社会的企業－雇用・福祉の EU サードセクター』、    
日本経済評論社  
斎藤弥生 (2013)「協同組合による医療と介護の可能性－JA 厚生連の佐久総合病院の取り 
組みから－」『農林金融』12 月号、17－32 ページ 
朝日雅也 (2008)「障害者の就労支援と保護雇用」『障害者問題研究』第 36 巻第 2 号   
鈴木清覚 (1987)「共同作業所のめざすもの」共同作業所全国連絡会編『ひろがれ共同作業  
所』、ぶどう社  
鈴木  勉 (2009b)「1970 年代以降の非営利福祉協同組織の動向と課題－イタリアと日本の 
福祉事業運動を中心に－」、『社会事業史研究』、第 36 号、57-69 ページ 




鈴木  勉 (2019)「社会福祉事業実践と公的責任」鈴木勉・田中智子『新・現代障害者福祉
論』、法律文化社  
田中夏子 (2004)『イタリア社会的経済の地域展開』、日本経済評論社  
田中夏子 (2010)「イタリアの非営利セクターの動向と課題」『協同の発見』、No.214 
長瀬修・東俊裕・川島聡編（2008）、『障害者の権利条約と日本（概要と展望）』、生活書院  
全日本民主医療機関連合会 (2014)『無差別平等の医療を目指して－民医連 50 年の歴史』、  
韓国語版、健康メディア協同組合  
千  恵蘭 (2016)「障害者就労における労働と福祉の融合をめざす一考察」『佛教大学院紀要』   





団第 22 次地域リーダーフォーラム資料集』 
John Restakis、Humanizing the Economy : CO-OPERATIVES in the AGE of CAPITAL、  
NEW SOCIETY PUBLISHERS、2010 
Stefano Zamagni and Vera Zamagni、Cooperative Enterprise-facing the challenge of  
globalization、Societa editrice il Mulino、2009、宋・ソンホ訳/金ヒョンデ 
監修、『協同組合で企業しろ-無限競争時代の良い代案、協同組合企業』、        
韓国協同組合研究所、2012 
忠南発展研究院 (2013)「カナダ・ケベック州協同組合調査報告書」 
第 144 回 (H29．8.4)社保審－介護給付費分科会参考資料 2、「介護老人保健施設」 
 
【第 2 章】 
李キョンラン(2019)「共同育児協同組合とマウル共同体運動」、韓国協同組合運動 100 年      
史編纂委員会、『韓国協同組合運動 100 年史Ⅱ』、秋の朝  
李キョンラン・鄭ソンフン・金ジョンウク(2013)『ソウル市共同育児協同組合の活性化のための 
官民協力方案』、ソウル研究院  






編  『新しい時代における公共性の研究』、韓国行政研究院  






金シンヤン(2013)「協同組合を通した地域福祉の活性化方案」『福祉動向』、第 174 号、 
56-61 ページ 
金ソンフン(2015)「生命運動と医療協同組合における健康観」、モシムとサリム研究所  
金ジョンウォン(2014)「韓国の社会的経済現況と展望」、金ジョンウォン外 10 名『社会的経済  
理解と展望』、アルケ 
申ミョンホ(2009)「韓国における社会的経済の概念正立のための時論」『動向と展望』通巻                
75 号、11-46 ページ 
崔ビョンロック(2013)『協同組合基本法』、法文社  
張ジヨン(2011)「ケア労働の社会化類型と女性労働権」『フェミニズム研究』第 11 巻 2 号  
鄭ソンフン(2014)「共同育児協同組合と社会的ケア」、『女/性理論』(31)、77-91 
ノ・デミョン(2007)「韓国における社会的経済の現況と課題：社会的経済の定着過程を中心  
に」『市民社会と NGO』第 5 巻 2 号  
朴ボンヒ(2017)「医療協同組合総論、1 期健康組織家教育訓練資料集」 
朴ボンヒ(2019)「医療協同組合の昨日と今日」、韓国協同組合運動 100 年史編纂委員会     
『韓国協同組合運動 100 年史Ⅱ』、秋の朝  
白ジェジュン(2017)『医療協同組合を描く』、健康メディア協同組合  
柳ヨンギュ(2012)「家族のケア空白に対応するケアの社会化政策の性格の究明」『状況と福祉』  








韓国統計庁、「2019 年上半期地域別雇用調査-経歴単絶女性現況」http://kostat.go.kr  
(社 )共同育児と共同体教育    http://www.gongdong.or.kr 
協同組合基本法案 (代案 )、議案番号 14332、提案日：2011.12.29 
協同組合基本法制定連帯会議 (2012.12.29) 「協同組合基本法国会通過歓迎声明」 
 





要因」、精神文化研究、第 36 巻、第 4 号  
申ミョンホ外 6 名著 (2016)『韓国における社会的経済の歴史』、ハンウルアカデミー 
千  恵蘭 (2018)「韓国原州における協同組合運動についての一考察－原州協同社会経済  
ネットワークの取組みを中心に－」『佛教大学大学院紀要』第 46 号、 
67-80 ページ 
千  恵蘭 (2019)「地域における非営利・福祉協同組織の社会的役割―韓国原州における 
社会的協同組合の取り組みを中心に―」『協同組合研究』、第 39 巻  
第 1 号、46-59 ページ 
田好根 (2012)『韓国の哲学史』、メメント 
鄭ギュホ（2013）「都市共同体運動と協同組合地域社会づくり」、『精神文化研究』、第 36 巻、    
第 4 号  
尹ヒョングン(2013)『協同組合の古い未来先駆者たち』、グムルコ 
社会的協同組合原州協同社会経済ネットワーク「2018 年第 5 次定期総会資料集」、2018.2 
社会的協同組合原州協同社会経済ネットワーク「2019 年第 6 次定期総会資料集」、2019.2 
 
【第 4 章】 
李ヒョンジュ外 1 名（2013）「社会的協同組合の社会的企業への定着のための政策課題」、 
社会科学研究、第 29 集 1 号  
129 
 
金シンヤン(2013)「協同組合を通した地域福祉の活性化方案」、『福祉動向』、第 174 号、 
56-61 ページ 
金シドン(2017)『協同組合都市、原州』、江原アーカイブ 
金シドン・白ヒョミン・千恵蘭 (2019)「2003－2017 原州協同組合運動成長史記録化事業報告  
書」、原州協同社会経済ネットワーク 
金ソンキ（2012）「代案社会のための原州共同社会経済ネットワーク」、市民教育  
金ソンキ（2013）「地域社会福祉実践としての協同組合の育成と実践事例」、韓国地域社会福     
祉学会春季学術大会、 
金キョンフェ（2013）「社会的経済を通じた地域革新の可能性と限界」、公共社会研究、 
第 3 巻、2 号  
申ミョンホ・李アルム（2013）「原州地域の協同組合の生成と持続可能性に影響を及ぼす 
要因」、精神文化研究、第 36 巻、第 4 号  
崔ヒョクジン（2010）「協同組合の経験に基づいた社会的企業の成長戦略と民官協力及び 
制度改善法案」、Social Enterprise Studies 
崔ヒョックジン（2012）「社会的協同組合を通した地域の社会的経済の実現戦略」、『（財）地域   
財団第 22 次地域リーダーフォーラム資料集』 
張ウォンボン(2010)「社会サービス領域における社会的企業の役割と課題」、『保健福祉フォー 
ラム』、2010.4、42-56 ページ 
鄭ギュホ（2013）「都市共同体運動と協同組合地域社会づくり」、『精神文化研究』、第 36 巻、 
第 4 号  
千  恵蘭 (2019)「地域における非営利・福祉協同組織の社会的役割―韓国原州における 
社会的協同組合の取り組みを中心に―」、「協同組合研究」、第 39 巻  
第 1 号、46-59 ページ 
南チャンソブ(2008)「韓国社会福祉サービスにおけるバウチャーの意味と評価」、『批判社会政    
策』、第 26 号、7-45 ページ 
柳マンヒ(2013)「地域福祉実践戦略と社会的経済」、『韓国地域社会福祉学会春季学術大会     
資料集』 
希望製作所社会革新センター（2011）「韓国の社会革新事例研究」 
信協中央会（2011）『韓国信協運動 50 年史-自ら立ち上がり、ともに進む』、信協中央会  
原州医療福祉社会的協同組合、「第 4 次定期代議員総会（統合第 16 次）」、2018.3 
130 
 
原州医療福祉社会的協同組合、「第 5 次定期代議員総会（統合第 17 次）」、2019.3 
ドゥルバルン社会的協同組合、「2018 年第 3 次定期総会資料集」、2018.3 
ドゥルバルン社会的協同組合、「2019 年第 4 次定期総会資料集」、2019.3 
カルゴリ社会的協同組合、「2018 年第 2 次定期総会資料集」、2018.2 
カルゴリ社会的協同組合、「2019 年第 3 次定期総会資料集」、2019.2 
クント社会的協同組合「2018 年第 4 次定期総会資料集」、2018.2 
クント社会的協同組合「2019 年第 5 次定期総会資料集」、2019.2 
社会的協同組合・原州協同社会経済ネットワーク、「2018 年第 5 次定期総会資料集」2018.2 
社会的協同組合・原州協同社会経済ネットワーク、「2019 年第 6 次定期総会資料集」2019.2 
 
【第 5 章】 








第 20-1 号  








鈴木  勉 (2009)「1970 年代以降の非営利福祉協同組織の動向と課題－イタリアと日本の福祉
事業運動を中心に－」『社会事業史研究』第 36 号、57-69 ページ 
131 
 
鈴木  勉 (2020)「講義 (2016.8.28)：ケアと協同組合の出会い―日本とイタリアにおける福祉  
協同組織を中心に」、千恵蘭編『ケア白書 (2016 年～2019 年 )』、原州協同  
社会経済ネットワーク 
ジョ・ソンギ(2020)「講義 (2018.6.28)：原州協同社会におけるケア共同体の戦略－公論化と 
協議のための提案」、千恵蘭編『ケア白書 (2016 年～2019 年 )』、 原州協同  
社会経済ネットワーク 
鄭グァンヨン(2013)『もはや社会的経済だ-地域と人を生かす希望経済論-』、共同体  
千  恵蘭  「韓国原州における協同組合運動についての一考察－原州協同社会経済ネットワ  
ークの取組みを中心に－」、『佛教大学大学院紀要』第 46 号、2018、 
67-80 ページ 
梁ナンジュ(2010)「韓国における社会福祉サービスの変化―行為者間の関係分析」『韓国  
社会福祉学』62 巻  
Stefano Zamagni and Vera Zamagni、Cooperative Enterprise-facing the challenge of  
globalization、Societa editrice il Mulino、2009、宋・ソンホ訳  /金ヒョンデ 
監修、『協同組合で企業しろ-無限競争時代の良い代案、協同組合企業』、   
韓国協同組合研究所、2012 
 
